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米バイデン新政権の外交・通商政策と ASEAN 諸国の見方 
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バイデン政権は当面は国内問題優先、対外的には信認の回復が取り得る選択肢 

2021 年 1 月 20 日に米国の新大統領に就任予定のバイデン氏は、外交分野において、

トランプ政権の「米国第一」主義から決別し、国際協調、同盟国との連携を重視し、多

国間主義的なアプローチをとることを強調している。 

外交・通商政策に関して、2020 年 8 月に民主党大会で採択された「民主党政策綱領

（以下、綱領）」1（全 10項目）では、最後に「米国のリーダーシップを刷新する（Renewing 

American Leadership）」ための施策として言及がなされている（第 1表）。アジア太平洋

地域においては、「同盟国やパートナーと連携して、互いに共有する繁栄、安全保障、

価値観の増進を目指す」方針である。中国に対しては、経済、安全保障、人権に関わる

重大な懸念があれば、明確に反対する姿勢を示す一方、気候変動や核不拡散など、共通

の利益に対しては協力を模索する方針を示している。なお、バイデン氏は、対中制裁関

税について、「懲罰的な貿易手法はとらない」としつつも、即座に撤廃等は行わない方

針を示しているほか、ハイテク分野での覇権争いにみられるような対中強硬策は、議会

超党派でのコンセンサスであり、政権交代後も基本路線は変わらないとみられる。 

他方、バイデン氏は、大統領就任後、最初に取り組む（day one）政策2として、「新型

コロナウイルス」、「経済回復」、「人種平等」、「気候変動」の 4 分野を掲げるなど、当面

は、コロナ対応をはじめとする国内問題に優先して取り組まざるを得ない。「綱領」の

中で、「米国内での競争力向上に投資する前に新たな通商協議は行わない」とされてい

ることからも、早期の通商協議復帰の可能性は低い。また、通商や関税に関して議会が

独占的権限を持つ中、民主党が上院においても事実上の過半数を確保したとはいえ、承

認を獲得するのは容易ではない。大統領に通商交渉に関する権限を一時的に付与する現

行の大統領貿易促進権限（TPA）法（2015年 6月 29 日成立）は、当時のオバマ政権が、

民主党が強硬に反対する中、共和党との協力により成立させた経緯があり、今年 7 月 1

日の失効前の再付与（期限を書き換えた法案の成立等）が実現するかは不透明である。 

 
1 Democratic National Committee [2020] 
2 https://buildbackbetter.gov/ 
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また、グローバリゼーションの結果、国内製造業の雇用が失われ、所得格差が拡大し

たとの見方が強まる中、従来以上に労働者の利益確保を重視した通商政策が内政上求め

られている。バイデン氏は、2020年 7月に外交政策に関するスピーチの中で、「これま

でのような貿易に戻るようなことはない」3と明言し、労働者や環境などあらゆる利害

関係者の声を反映した新たなルールやプロセスの必要性を強調している。実際、「綱領」

では、「将来の貿易協定では、労働・人権・環境に関する拘束力ある規定を追及する」

方針が示されている。民主党内の急進左派勢力のほか、労働組合や環境保護団体など党

の重要な支持基盤への配慮が不可欠となっている。 

「環太平洋パートナーシップに関する包括的及び先進的な協定（CPTPP、以下 TPP）」

についてバイデン氏は、「完璧ではないが、労働者、環境、知的財産、透明性に関わる

高い基準に国々と結束し、中国に対して共同で圧力をかけるという理念については良い

考えである」4と前向きに評価していた経緯がある。もっとも、2016 年に米国労働総同

盟・産業別組合組織（AFL-CIO）は、「中国は、サプライチェーンを通じて TPP参加国

の全てと密接な関係にあり、TPPに参加せずに利益を享受することができること」、「TPP

は、自由な労働組合がなく、賃金が中国の 3 分の 1 程度のベトナムに相対的に有利であ

ること」などから、TPP反対の立場を表明5しており、復帰へのハードルは高い。 

なお、1 月 20 日の大統領就任初日に手続きを取ると宣言している地球温暖化対策の

国際枠組み「パリ協定」への復帰については、議会の承認は不要であり、規定に基づき

手続きから 30 日後には正式復帰する公算が高い。このように、外交・通商面では、議

会の承認が不要な多国間協議の場への復帰などにより、まずはトランプ政権下の 4年間

で失われた米国に対する信頼の回復に努めることが、取り得る選択肢となろう。 

 

第 1表：民主党政策綱領における通商・アジア関連施策 

 

 
3 https://joebiden.com/americanleadership/ 
4 CFR [2019] 
5 AFL-CIO [2016] 
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■ 中国に対しては、経済、安全保障、人権に関わる重大な懸念があれば、明確に反対する

✓ 為替操作や違法な補助金、知的財産権の盗用を含む中国政府の不公正な貿易慣行から米国の労働者を保護する

✓ 「航行の自由」へのグローバルなコミットメントを強調し、南シナ海における中国の軍事的威嚇に対抗する

✓ 台湾関係法にコミットし、両岸関係の平和的解決を支援する

✓ 香港市民の民主的権利を支持する

✓ ウイグル人やその他の少数民族に対する弾圧を非難する

■ 気候変動や非拡散など共通の利益に関わる問題に対しては、中国と協力する

■ この地域における日本、韓国、豪州など主要な同盟国との関係を強化する

■ タイとフィリピンとの同盟が、共通の価値観に沿ったものとなるよう働きかける

■ 北朝鮮については、同盟国との連携や外交を通じて、長期的な非核化を目指す

■ 東南アジア諸国連合（ASEAN）のような地域的な多国間組織への関与を再拡大する

■ 世界最大の民主主義国家であるインドとの戦略的パートナーシップを維持する

（資料）The Democratic National Committee [2020]より国際通貨研究所作成

米国は太平洋の大国として、同盟国・パートナー国と連携し、互いに共有する繁栄・安全保障・価値の増進を目指す

全ての米国人の雇用のために戦い、世界経済の中で公平に挑戦できる機会を確実にする

国内での競争力向上に投資する前に新たな通商協議は行わない

将来の通商協定では、労働・人権・環境に関する拘束力ある規定を追及する

米国が同盟国やパートナーとともに世界貿易の条件を形成しなければ、中国が形成し、米国の中間層が代償を払うことになる

経済・金融制裁については、戦略的に同盟国と連携して利用すれば有効だが、誤用すれば米国の国益を損ないかねない
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ASEANはバランス外交による国益最大化が基本スタンス、「米中二者択一」は望まず 

こうした米国におけるバイデン政権の誕生を東南アジア諸国連合（ASEAN）諸国は

どう捉えているのだろうか。まず ASEANは、「ASEAN中心性」に基づく「インド太平

洋に関する ASEAN・アウトルック（ASEAN Outlook on the Indo-Pacific: AOIP）」を大原

則としている。利害が競合する戦略的環境の中で中立性を保ちつつ、この地域において、

中心的かつ戦略的な役割を果たすことを目指している。伝統的な外交スタンスとして、

どの大国とも良好な関係を維持しながら、国益の最大化を追求するバランス外交を採用

する国が多い。 

ASEAN にとって米国は、アジア地域に安定と繁栄をもたらし死活的に重要な利害を

有する「レジデントパワー」である一方、中国は目の前に存在する大国である。貿易や

サプライチェーン、観光など経済面での中国への依存度が高く、双方との良好な関係を

構築するのが望ましく、「米中二者択一」は望んでいない6。もっとも、ASEANでは、中

国に対して経済的に機会と同時に脅威と捉える見方も少なくなく、各国の対中関係には

濃淡がある（第 1 図）。他方、中国を軍事的脅威と捉える見方は、南シナ海の領有権問

題で対立するベトナムやフィリピンでより強く、地域の安全保障に果たす米国の役割や

支援への期待は根強い。 

 

第 1図：東南アジア諸国、日豪印における米国・中国の影響度合い 

 

 

 

 
6 Lee Hsien Loong [2020] 
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近年、フィリピンのドゥテルテ政権やインドネシアのジョコウィ政権など経済開発・

成長を優先する政権は、インフラ投資加速のための手段として中国との経済関係を緊密

化し、中国からの投資・支援の活用を進めているが、必ずしも中国一辺倒ではない。フ

ィリピンは、南シナ海の領有権を巡る対立を棚上げしているものの、2016 年 7 月の仲

裁判決を無効とする中国の要求は受け入れていない。インドネシアでも、中国マネーお

よび労働者の流入への懸念が強まっているほか、ジョコウィ大統領に対する「共産主義

者」というネガティブキャンペーンへの警戒もあり、慎重な対応が求められている。ま

た、中国の通信機器最大手、華為技術（ファーウェイ）の次世代通信規格（5G）への導

入でも対応が分かれており、2020 年半ば以降は、調達先の多角化を模索する動きが散

見される（第 2表）。 

 

第 2表：ASEAN主要国の次世代通信規格（5G）への主な参加企業 

 

 

トランプ政権下では、ASEAN 大使が派遣されなかったほか、4 年連続の東アジアサ

ミット欠席など大統領自身の ASEAN軽視により米国の信頼性は低下したが、現実的脅

威である中国の軍事的拡大に関して、対中強硬路線、南シナ海における「航行の自由作

戦」など軍事的プレゼンスの拡大を ASEANは評価している。 

このため、バイデン新政権に対しては、多国間主義への回帰や政策の予見可能性の向

上に加えて、ASEAN に対する関与の拡大を期待する一方、人権問題や民主主義への圧

力への警戒もある。新国務長官に就任予定のブリンケン氏は 2020 年 8 月の ASEAN 設

立 53 周年に際して「バイデン大統領は見える形で ASEAN を重要事項に取り込む」と

ツイートしている。今後、「ASEAN中心性」を尊重しつつ、如何に見える形で ASEAN

への関与を拡大させていくか、バイデン政権の対アジア外交・通商政策が注目される。 

以 上 

　国名 業者名 契約業者 公表時期

Xl Axiata Ericsson(Sweden) 2020年8月

Smartfren ZTE(China) 2019年10月

Telkom ZTE(China) 2019年6月

Axiata Group
Huawei(China),

Ericsson(Sweden)
2020年5月

Maxis Huawei(China) 2019年10月

80% Huawei(China),

20% Ericsson(Sweden) &

Nokia(Finland)

タイ True Corporation ZTE(China) 2020年7月

Viettel Ericsson(Sweden) 2019年9月

Vinaphone Nokia(Finland) 2019年4月

Singtel Ericsson(Sweden) 2020年6月

M1 Nokia(Finland) 2020年6月

Starhub Nokia(Finland) 2020年6月

（資料）ISEAS資料等より国際通貨研究所作成

シンガポール

（注）赤字は中国企業。タイでは、2020年9月にデジタル経済社会省傘下の

　　 デジタル経済振興機関（DEPA）と華為技術（Huawei）が共同で5G関連

　　 技術やサービスのR&D拠点を設置。

インドネシア

マレーシア

フィリピン Globe Telecom 2020年9月

ベトナム
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